
該当校数

（国立大学）　８校

北海道大学 東北大学 筑波大学 東京大学

一橋大学 名古屋大学 京都大学 大阪大学

（私立大学）　５校

学習院大学 慶應義塾大学 上智大学 中央大学

早稲田大学

（国立大学）　４校

千葉大学 横浜国立大学 神戸大学 九州大学

（私立大学）　３校

成蹊大学 創価大学 愛知大学

（国立大学）　２校

岡山大学 琉球大学

（私立大学）　３校

立教大学 同志社大学 甲南大学

（国立大学）　４校

金沢大学 静岡大学 広島大学 熊本大学

（私立大学）　１６校

青山学院大学 東洋大学 日本大学 法政大学

明治大学 神奈川大学 山梨学院大学 中京大学

南山大学 名城大学 立命館大学 関西大学

近畿大学 関西学院大学 西南学院大学 福岡大学

（私立大学）　７校

北海学園大学 國學院大學 駒澤大学 専修大学

桐蔭横浜大学 愛知学院大学　 京都産業大学

※
※

公的支援の見直しの更なる強化策における
各法科大学院の平成２７年度類型一覧

第
１
類
型

類型

第
２
類
型

A

B

C

学生募集を停止した法科大学院（７校）及び平成２７年度の学生募集停止を表明した法科大学院（１３校）を除く。
国からの公的支援を受けていない公立大学の法科大学院（２校）を除く。

第
３
類
型

該当大学

１３校

７校

５校

２０校

７校
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タイプライタ
H26.9.19 中教審法科大学院特別委員会 配付資料



累積
合格率

H24 H25 H26 H24 H25 H26

H26
非法学
出身

入学者
割合

H26
社会人
割合

（
平
均
値

）

49.2% 24.6% 25.8% 21.2% 17.2% 16.6% 12.1% 15.6% 20.1%

1 北海道大学 61.3% 34.0% 33.3% 25.5% 25.0% 27.0% 22.2% 80 50 43 0.86 8 18.6% 3 7.0% 2

2 東北大学 55.7% 22.0% 22.5% 26.4% 25.0% 16.4% 17.2% 50 50 43 0.86 8 18.6% 13 30.2% 1

3 筑波大学 28.1% 14.3% 16.1% 14.7% 14.3% 16.1% 14.7% 36 36 37 1.03 26 70.3% 37 100.0% 22 実施

4 千葉大学 66.2% 31.8% 36.9% 31.0% 40.0% 47.4% 4.0% 40 40 44 1.10 6 13.6% 9 20.5% 1

5 東京大学 77.8% 51.2% 55.2% 52.0% 31.2% 29.3% 20.6% 240 240 223 0.93 30 13.5% 16 7.2% 22

6 一橋大学 79.5% 57.0% 54.5% 47.1% 44.4% 40.5% 25.0% 85 85 88 1.04 7 8.0% 5 5.7% 22

7 横浜国立大学 40.2% 14.5% 15.1% 19.4% 14.7% 19.4% 16.7% 40 25 19 0.76 5 26.3% 9 47.4% 4

8 新潟大学 31.5% 19.0% 18.9% 10.4% 17.7% 17.6% 10.4% 20 - 1 0.05 0 0.0% 0 0.0% 1 平成27年４月学生募集停止予定

9 金沢大学 39.4% 14.6% 17.9% 13.3% 15.2% 15.2% 8.1% 25 15 8 0.53 2 25.0% 2 25.0% 1

10 信州大学 19.3% 7.4% 10.0% 11.6% 7.4% 10.6% 7.9% 18 - 9 0.50 7 77.8% 3 33.3% 1 平成27年４月学生募集停止予定

11 静岡大学 25.9% 14.9% 3.4% 10.0% 15.2% 3.4% 10.7% 20 20 3 0.15 1 33.3% 0 0.0% 1

12 名古屋大学 57.2% 32.6% 33.3% 22.6% 22.8% 27.3% 15.9% 70 70 61 0.87 10 16.4% 12 19.7% 6

13 京都大学 77.3% 54.3% 52.4% 53.1% 33.3% 31.2% 16.7% 160 160 161 1.01 27 16.8% 29 18.0% 5

14 大阪大学 62.6% 41.8% 36.4% 40.1% 34.5% 26.0% 32.9% 80 80 80 1.00 10 12.5% 8 10.0% 4

15 神戸大学 69.0% 45.8% 36.8% 30.8% 32.6% 20.0% 8.9% 80 80 77 0.96 6 7.8% 12 15.6% 3

16 島根大学 22.0% 5.9% 16.7% 0.0% 5.9% 16.7% 0.0% 20 - 3 0.15 3 100.0% 2 66.7% 1 平成27年４月学生募集停止予定

17 岡山大学 41.1% 15.4% 24.3% 18.1% 13.9% 21.0% 15.8% 45 30 17 0.57 1 5.9% 1 5.9% 1

18 広島大学 39.9% 20.9% 18.8% 11.6% 20.2% 20.2% 9.1% 48 36 21 0.58 3 14.3% 7 33.3% 2

19 香川大学 23.8% 5.1% 18.5% 12.5% 5.3% 17.4% 10.0% 20 - 3 0.15 0 0.0% 1 33.3% 1 平成27年４月学生募集停止予定

20 九州大学 49.0% 26.2% 24.1% 22.8% 19.5% 14.8% 16.9% 70 45 34 0.76 3 8.8% 4 11.8% 4

21 熊本大学 28.6% 12.2% 14.3% 7.0% 12.8% 15.2% 7.3% 16 16 8 0.50 1 12.5% 2 25.0% 1

22 鹿児島大学 13.9% 10.8% 2.9% 14.3% 10.8% 2.9% 11.1% 15 - 3 0.20 3 100.0% 3 100.0% 1 平成27年４月学生募集停止予定

23 琉球大学 32.6% 16.7% 18.8% 11.5% 16.7% 18.8% 11.5% 22 16 12 0.75 3 25.0% 3 25.0% 1

24 首都大学東京 59.9% 39.6% 40.6% 22.9% 28.6% 31.3% 7.4% 52 52 56 1.08 8 14.3% 11 19.6% 22

25 大阪市立大学 50.1% 17.6% 33.0% 17.4% 18.9% 26.7% 14.5% 60 60 15 0.25 2 13.3% 1 6.7% 4

26 北海学園大学 28.7% 12.1% 10.7% 4.8% 13.8% 4.5% 0.0% 25 18 3 0.17 0 0.0% 2 66.7% 2 実施

27 東北学院大学 20.9% 9.3% 6.3% 8.3% 9.8% 6.9% 9.7% - - - - - - - - - 平成26年４月学生募集停止

28 白鷗大学 24.6% 17.5% 10.0% 6.9% 8.6% 7.7% 4.5% 16 - 4 0.25 0 0.0% 1 25.0% 1 平成27年４月学生募集停止予定

29 大宮法科大学院大学 17.9% 4.8% 3.1% 1.9% 4.8% 3.2% 1.9% - - - - - - - - - 実施 平成25年４月学生募集停止

30 獨協大学 18.4% 5.6% 6.3% 4.5% 5.6% 6.3% 3.3% 18 - 6 0.33 2 33.3% 5 83.3% 1 平成27年４月学生募集停止予定

31 駿河台大学 15.7% 7.6% 4.7% 2.4% 5.7% 4.0% 1.3% - - - - - - - - - 平成25年４月学生募集停止

32 青山学院大学 25.7% 11.8% 17.5% 6.8% 9.4% 13.5% 2.5% 35 35 12 0.34 2 16.7% 4 33.3% 22

33 学習院大学 39.6% 18.8% 11.1% 11.5% 7.7% 0.0% 13.3% 50 30 24 0.80 1 4.2% 10 41.7% 22

34 慶應義塾大学 75.3% 53.6% 56.8% 44.6% 34.1% 32.1% 16.0% 230 230 199 0.87 21 10.6% 22 11.1% 22

35 國學院大學 17.0% 5.1% 5.1% 6.3% 5.2% 5.3% 6.7% 25 15 8 0.53 1 12.5% 3 37.5% 22

36 駒澤大学 22.2% 9.8% 7.9% 4.3% 9.1% 7.9% 4.8% 36 36 8 0.22 2 25.0% 2 25.0% 22

37 上智大学 46.3% 20.8% 26.4% 19.6% 17.6% 22.2% 21.7% 90 60 49 0.82 13 26.5% 14 28.6% 22

38 成蹊大学 35.8% 16.2% 13.2% 13.9% 10.3% 4.8% 14.3% 45 30 15 0.50 7 46.7% 11 73.3% 22 実施

39 専修大学 31.2% 11.4% 9.1% 5.3% 13.3% 10.7% 0.0% 55 55 19 0.35 2 10.5% 7 36.8% 22

40 創価大学 42.3% 13.0% 25.0% 25.7% 14.3% 23.2% 23.2% 30 30 25 0.83 5 20.0% 9 36.0% 22

41 大東文化大学 14.4% 7.7% 1.6% 6.1% 3.4% 1.9% 5.2% 40 - 12 0.30 8 66.7% 12 100.0% 22 実施 平成27年４月学生募集停止予定

42 中央大学 68.0% 41.3% 40.0% 34.5% 30.9% 26.1% 25.3% 270 270 238 0.88 40 16.8% 27 11.3% 22

43 東海大学 13.8% 9.8% 0.0% 3.6% 9.8% 0.0% 4.0% 30 - 1 0.03 0 0.0% 0 0.0% 22 平成27年４月学生募集停止予定

44 東洋大学 24.6% 10.8% 15.4% 3.6% 6.7% 8.8% 0.0% 20 20 8 0.40 1 12.5% 2 25.0% 22

45 日本大学 24.4% 11.9% 6.0% 11.1% 11.1% 9.4% 16.3% 60 60 27 0.45 1 3.7% 8 29.6% 22

46 法政大学 35.0% 10.5% 21.0% 11.6% 10.5% 22.4% 11.7% 60 60 18 0.30 7 38.9% 8 44.4% 22

47 明治大学 48.1% 20.4% 18.4% 17.3% 19.6% 14.1% 13.2% 170 170 50 0.29 4 8.0% 4 8.0% 22

48 明治学院大学 22.7% 4.7% 9.4% 6.1% 5.0% 9.7% 6.3% - - - - - - - - - 平成25年４月学生募集停止

49 立教大学 35.6% 17.0% 14.9% 12.4% 14.0% 12.1% 12.3% 50 50 30 0.60 3 10.0% 6 20.0% 22

50 早稲田大学 58.8% 32.8% 38.4% 35.2% 28.5% 28.1% 26.5% 270 230 179 0.78 17 9.5% 15 8.4% 22

51 神奈川大学 24.9% 11.1% 14.0% 0.0% 7.4% 9.1% 0.0% 25 16 2 0.13 1 50.0% 2 100.0% 4

52 関東学院大学 26.5% 15.4% 6.3% 13.0% 13.9% 6.7% 14.3% 23 - 8 0.35 0 0.0% 0 0.0% 4 平成27年４月学生募集停止予定

53 桐蔭横浜大学 18.6% 6.1% 6.8% 4.4% 6.1% 6.8% 4.4% 30 30 9 0.30 5 55.6% 8 88.9% 4 実施

54 山梨学院大学 41.0% 16.3% 21.7% 12.8% 18.6% 18.9% 10.0% 20 15 11 0.73 0 0.0% 4 36.4% 1

55 愛知大学 60.7% 37.8% 42.9% 25.9% 26.9% 41.7% 20.8% 30 20 11 0.55 3 27.3% 3 27.3% 6

56 愛知学院大学　 12.3% 4.7% 7.7% 0.0% 2.4% 7.7% 0.0% 20 20 2 0.10 1 50.0% 2 100.0% 6

57 中京大学 36.5% 19.5% 11.5% 13.0% 19.5% 11.5% 14.3% 25 20 8 0.40 2 25.0% 3 37.5% 6

58 南山大学 42.2% 17.1% 21.2% 14.8% 15.0% 21.4% 8.2% 30 30 6 0.20 0 0.0% 0 0.0% 6

59 名城大学 28.3% 11.1% 17.2% 4.4% 12.5% 12.8% 1.7% 40 25 8 0.32 3 37.5% 7 87.5% 6 実施

60 京都産業大学 13.2% 4.8% 3.9% 6.7% 4.8% 2.1% 2.5% 18 18 7 0.39 1 14.3% 3 42.9% 5

61 同志社大学 45.1% 19.2% 22.1% 14.3% 13.6% 22.7% 11.8% 120 70 47 0.67 5 10.6% 18 38.3% 5

62 立命館大学 40.6% 18.2% 16.5% 12.4% 24.0% 13.4% 7.6% 100 100 42 0.42 6 14.3% 15 35.7% 5

63 龍谷大学 15.2% 4.5% 3.8% 7.6% 3.4% 2.9% 5.9% 25 - 4 0.16 3 75.0% 2 50.0% 5 平成27年４月学生募集停止予定

64 大阪学院大学 12.0% 5.6% 5.4% 10.9% 2.0% 5.7% 8.9% - - - - - - - - - 実施 平成26年４月学生募集停止

65 関西大学 33.4% 12.0% 14.1% 10.4% 13.8% 6.9% 9.0% 40 40 27 0.68 0 0.0% 2 7.4% 4

66 近畿大学 28.7% 24.3% 4.9% 10.2% 21.9% 0.0% 4.5% 30 30 6 0.20 1 16.7% 3 50.0% 4

67 関西学院大学 39.5% 14.5% 20.9% 9.0% 15.1% 26.4% 9.6% 70 70 29 0.41 3 10.3% 9 31.0% 3

68 甲南大学 29.8% 13.5% 13.3% 9.5% 9.8% 10.6% 0.0% 26 26 15 0.58 1 6.7% 10 66.7% 3 実施

69 神戸学院大学 18.9% 3.1% 0.0% 6.1% 3.3% 0.0% 3.3% - - - - - - - - - 平成25年４月学生募集停止

70  姫路獨協大学 3.8% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%  廃止  廃止 - - - - - - - 平成25年３月末廃止

71 広島修道大学 30.3% 18.2% 11.1% 11.4% 19.0% 8.8% 10.3% 30 - 5 0.17 0 0.0% 0 0.0% 2 平成27年４月学生募集停止予定

72 久留米大学 19.7% 8.6% 4.8% 5.3% 6.5% 5.1% 2.9% 15 - 2 0.13 1 50.0% 1 50.0% 4 平成27年４月学生募集停止予定

73 西南学院大学 24.4% 19.4% 9.6% 2.0% 18.3% 8.2% 0.0% 35 20 11 0.55 1 9.1% 0 0.0% 4

74 福岡大学 35.3% 16.1% 9.4% 5.1% 16.7% 9.7% 5.1% 20 20 8 0.40 0 0.0% 0 0.0% 4

№

大学名

①司法試験合格率

H27
予定
入学
定員

H26
入学
者数

入学
定員

充足率

各法科大学院の基礎データ

②未修者司法試験合格率 ③入学定員充足率 ④非法学出身者・社会人
⑤地域配置
・夜間開講

H26
社会人
入学者

数

都
道
府
県
内

校
数

備考H26
非法学
出身

入学者
数

夜
間
開
講

H26
入学
定員

- 2 -

資料４－３

64



参考 

類型の分類方法について（別表１、２参照） 

 

 

○ 全ての法科大学院について、下記に掲げる4指標に照らしてこれまでの取組や成果等を

評価し、その状況に応じて配点された点数の合計に応じて、3つの類型に分類する。 

・ 司法試験の累積合格率（累積合格者数／累積受験者数） 

・ 法学未修者の直近の司法試験合格率（法学未修者の合格者数／法学未修者の全受験者数） 

・ 直近の入学定員の充足率※1（実入学者数／入学定員） 

・ 法学系以外の課程出身者の直近の入学者数・割合（法学系以外の課程出身者の入学者数／

全入学者数）又は社会人の直近の入学者数・割合（社会人の入学者数／全入学者数） 

 

※1 直近の入学定員の充足率の指標については、以下の特例を設けることとする。 

 原則、前年度の入学定員の充足率に基づき判定する。 

 この入学定員充足率を算出する際、各年6月末までに、次年度の入学定員の見直し等を行い、

文部科学省に報告した場合に限り次年度の入学定員の数値を用いることができることとする。 

 ただし、見直しを行った結果、次年度の入学定員が 15 人未満となる場合は適正な規模の教育

環境を維持する観点から、入学定員の見直しを行ったものとはみなさない。 

 

○ 上記の分類を行った際、第3に該当した法科大学院については、地域性や夜間開講の取

組に配慮する観点から、下記に掲げる指標を加えた5指標の合計点数に基づき、類型を

見直す。 

・ 地域配置の状況（同一都道府県内の校数）又は夜間開講の状況（夜間開講の実施の有無） 
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【別表１】 指標と点数の関係 

指標 点数 

① 司法試験の合格率 

累積合格率※2が全国平均以上 

累積合格率が全国平均未満の場合 

・下記以外 

・「合格率が全国平均の半分未満」が3年連続した場合 

12点 

 

6点 

0点 

② 法学未修者の司法試験の合格率 

直近の合格率が全国平均以上 

直近の合格率が全国平均未満の場合 

・下記以外 

・「合格率が全国平均の半分未満」が3年連続した場合 

8点 

 

4点 

0点 

③ 入学定員の充足率※3 

直近の入学定員の充足率が75％以上 

直近の入学定員の充足率が75％未満～50％以上 

直近の入学定員の充足率が50％未満 

8点 

4点 

0点 

④ 

法学系以外の課程出身者の入学

者数・割合 

直近の入学者数が10人以上かつ割合が全国平均以上 

上記以外 

4点 

0点 

社会人の入学者数・割合 
直近の入学者数が10人以上かつ割合が全国平均以上 

上記以外 

4点 

0点 

⑤ 

地域配置※4 
同一都道府県内に2校以下 

同一都道府県内に3校以上 

4点 

0点 

夜間開講※5 
実施 

実施せず 

4点 

0点 

※2 各法科大学院の全修了者の受験者実数に対する司法試験の合格者数の割合。 

※3 見直し後の入学定員の数値を用いて算出。ただし、見直し後の入学定員が15人未満である場合、入学定員の見直しを行っ

たものとみなさない。 

※4 本施策の適用年度に学生募集を行う法科大学院数をカウントする。 

※5 本施策の適用年度の開講予定に基づくものとする。 

 

【別表２】 点数と類型の関係 

点数 類型 

25 ～ 32点 第 1 

20 ～ 24点 第 2A 

15 ～ 19点 第 2B 

10 ～ 14点 第 2C 

 0 ～  9点 第 3 

 

又は 

又は 
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参考 

 

公的支援の見直しの更なる強化策について 

 

１．必要性  

平成２５年７月、政府の法曹養成制度関係閣僚会議で決定された「法曹養成制度改

革の推進について」では、 

 

文部科学省において、中央教育審議会大学分科会法科大学院特別委員

会（以下「中教審」という。）の審議を踏まえ、１年以内に、公的支援の見直し

の強化策など入学定員の削減方策を検討して結論を得た上、２年以内にそ

の結論に沿った実施を開始する 

 

とされたことを踏まえ、公的支援の見直しの更なる強化策を早急に打ち出す必要がある

ため、２．に記す強化策を講じる。 

 

２．更なる強化策の概要  

〔対  象〕： 全ての法科大学院 

〔主な指標〕： ① 司法試験の合格率（累積合格率、過去３年間の実績、未修者の合格率） 

② 入学定員の充足率 

③ 法学系以外の課程出身者・社会人受入れ状況 

④ 地域配置、夜間開講状況 

〔配分方法〕： 上記指標を総合的に勘案して３つの類型に分類し、それぞれ

に基礎額・加算の条件、加算率を設定して、公的支援の配分

を決定 

 ※加算額の算定の局面で「入学者選抜の競争倍率」を勘案し、額に反映 

（参考）これまでの仕組み 

課題を抱える法科大学院に対し、①司法試験の合格率、②入学者選抜の競争倍率、③入学定員の

充足率の３指標の該当状況に応じて、国立大学法人運営費交付金及び私学助成といった公的支援の

一部を減額。 
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27年度

加算の可能性がある取組例

LL.M等資格取得を目的とした海外LS留学促進や、幅広くかつ質の
高いエクスターンシップ先の開拓など実務基礎教育充実を通じた職
域拡大など、教育プログラム開発

企業・自治体等と組織的に連携した教育カリキュラムの提供や、卒
業後まで視野に入れたきめ細やかな就職支援体制の整備など、就
職支援

協定等に基づく学生・教員の派遣／受入れや、ICTを活用した質の
高い授業の配信など、連携・連合

飛び入学等を活用した優秀者養成コースの設定や、法学未修者
教育充実のための教育課程の抜本的な見直しなど、教育システム
構築

LL.M等資格取得を目的とした海外LS留学促進や、幅広くかつ質の
高いエクスターンシップ先の開拓など実務基礎教育充実を通じた
職域拡大など、教育プログラム開発

企業・自治体等と組織的に連携した教育カリキュラムの提供や、卒
業後まで視野に入れたきめ細やかな就職支援体制の整備など、就
職支援

協定等に基づく学生・教員の派遣／受入れや、ICTを活用した質の
高い授業の配信など、他類型該当校支援プログラム

連合大学院の設置や統廃合など、連合

（28年度以降は地方校・夜間校のみが対象）

基 礎 額

（80％）

基 礎 額

（70％）

基 礎 額

（60％）

基 礎 額

（90％）

基 礎 額

（50％）

基礎額も減額の上、
地方校・夜間校のみ
加算額分だけ
増額の可能性あり

◎ 司法試験合格率、入学定員の充足率、多様な人材確保、地域性・夜間開講など
多様な指標に基づき3つの類型に分類

◎ 各類型に関し、現在の入学定員の充足率を参考に算定した公的支援の基礎額を
設定

◎ その上で先導的な教育システムの構築、教育プログラムの開発、質の高い教育提
供を目指した連合などの優れた取組の提案を評価して、加算する仕組みを創設

※ 加算額の算定の局面で入学者選抜の競争倍率を
勘案し、額に反映。

第
1

第
2

第
3

28年度以降は、

「公的支援の見直しの更なる強化策」 の基本的な考え方について
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